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一般報文 

道路事業で確認された土壌汚染等 
およびその対応に関する現状調査 

大城 温・光谷友樹・井上隆司
 

1．はじめに1 

平成22年に改正された土対法が施行され、改

正前は対象外であった自然由来の重金属等も法の

規制対象とされたことにより、道路事業において

これら土壌汚染等への対応が必要になっている。

しかし、現状では土壌汚染等の全国的な確認状況

や対応状況は明らかでない。 

本調査は、道路事業において土壌汚染等が確認

された事業について、土壌汚染等の状況、事業遅

延や事業費増大の状況、土壌汚染等確認後の対応

（対策検討の結果、対策不要と判断することも含

む）等の現状を調査・分析することにより、今後

の道路事業における土壌汚染等への対応について

共有化を図ることを目的としている。 

2．土壌汚染等の分類 

土壌汚染等には、土壌汚染対策法（以下「土対

法」という。）上の土壌に該当する粒径2mm以下

の「土壌」の汚染や、粒径2mm超で土対法の対

象外の「岩石」の汚染、廃棄物の処理及び清掃に

関する法律で定める「廃棄物」が混じった土（廃

棄物混じり土）等がある。本稿では、これらを総

称し「土壌汚染等」と呼ぶ。 

3．調査方法 

3.1 調査概要 

本調査では、国直轄の道路事業における土壌汚

染等の確認状況およびその対応状況について、地

方整備局・北海道開発局・沖縄総合事務局に対し

て調査を行った。初めに、地方整備局等へのアン

ケート調査を行い、次に岩石の対策事例について、

より詳しく現状調査を行った。 

3.2 土壌汚染等の確認状況に関するアンケート 

地方整備局等へのアンケート調査は、平成27

年度に実施した。対象年次は、平成22～26年度

の5年間に実施されていた事業であるが、21年度

──────────────────────── 
A Survey on Cases of Ground Contamination Found in 
Road Construction Projects and their Coping Measures 

以前から事業が継続していて21年度以前に土壌

汚染等が確認され、対応が行われている（いた）

事業も回答に含まれる。 

アンケートの調査項目は、土壌汚染等に確認さ

れた工種、土壌汚染等の区分、自然由来／人為由

来の別、土壌汚染等の原因物質、汚染の規模、対

策費用、工期への影響、対策等の対応内容とした。

これらの結果は、4.で紹介する。 

3.3 岩石の対策事例の整理・分析 

土対法に縛られず対応が可能な「岩石」につい

ては、土対法に規定された対策との違いに着目し、

直轄事業以外も含む26事例を追加収集したうえ

で、土対法と同じ対策方法を採用した事例、方法

は同じだが基準等の緩和や対策の簡略化を行った

事例、土対法と異なる対策方法を採用した事例に

分類し整理した。これらの結果は、5.で紹介する。 

4．土壌汚染等の確認状況 

4.1 アンケート調査の結果概要 

アンケート調査の結果、回答のあった697事業

のうち、土壌汚染等に確認された事業は81事業

（12％）であった（図-1）。ただし、土壌汚染等の

確認「あり」と回答のあった事業については、

21年度以前から対象年度まで継続する事業で21

年度以前に土壌汚染等が確認された事例も含まれ

ており、厳密には5年間の事業に対する土壌汚染

等の確認割合ではないことに留意が必要である。 

4.2 土壌汚染等が確認された道路事業および工種 

確認された工種で最も多かったのは、81事業

のうち山岳トンネルの46件で半数以上を占め、

続いて道路（法面工）で17件、橋梁（下部工）

で10件、地盤改良が7件、他の道路土工が5件と

続いた（図 -2）。なお、その他の分類には、掘割、

切土、水路工、共同溝、河川改修、造成、他事業

の残土処理が1件ずつ含まれていた（複数回答含

む）。このことから、掘削を伴う工種（特にトン

ネル）ではどの工種でも土壌汚染等のリスクがあ

るといえる。 
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4.3 土壌汚染等の原因・対応 

4.3.1 原因物質の由来 

土壌汚染の原因物質は、自然由来と人為由来に

大別できる。今回の調査では、自然由来が61事

業（自然由来と人為由来の両方の汚染等に確認さ

れた2事業を含む）、人為由来が20事業となって

おり、自然由来が約4分の3を占めていた。 

4.3.2 土壌・岩石・廃棄物混じり土等の区分 

粒径2mm以下の土壌、2mm超の岩石、廃棄物

混じり土、その他に事例を区分し整理した結果

（図-3）、岩石の汚染が確認された事例が過半数を

占めていた。また、廃棄物混じり土が発見された

事例も1割以上を占めていた。その他に区分され

た事例には、砕石（再生砕石を含む）や地盤改良

に伴って発生した汚泥が含まれていた。 

4.3.3 原因物質 

土壌汚染等の原因物質（図 -4）については、4

分の3以上を重金属等が占め、揮発性有機化合物

(VOCs)や油分、ダイオキシン (DXNs)が3件ずつ

あり、農薬等の事例は無かった。また、土対法に

もとづく特定有害物質ではないが、黄鉄鉱などの

硫化鉱物を含み掘削等により空気と水に触れるこ

とで酸性化する土（酸性土） 1)が7件あったこと

が注目される。 

4.4 土壌汚染等の規模（汚染土壌等の量） 

処理した汚染土壌等の量（図-5）については、

1～10万m3が26件と最も多く、次いで10～50万

m3が19件、5千m3未満の小規模な事例が18件で

あった。事例数は少ないものの100万m3を超える

事例も2件あり、トンネルや掘割等で大量の汚染

土壌等の処理を要する事例と、橋梁下部工工事な

ど小規模な事例とに分かれる傾向がみられた。 

なお、汚染土壌等の量が多く溶出量試験等の実

施中の仮置き場が十分に確保できない事例では、

基準超過によって対策が必要と判断された場合に

対策が必要な土量が多くなった事例や、保管場所

がないため盛土への活用ができずに廃棄せざるを

得なかった事例が見られた。 

4.5 土壌汚染等の対策費用 

土壌汚染等の対応事例のうち、1m3あたりの費

用(図-6)が算出可能であった57事例を集計した結

果、東京都のガイドライン2)が示す一般的な土壌

汚染等の対策費用の範囲、概ね1～5万円 /m3また

は5～10万円 /m3に収まっていた。10万円 /m3以上

図-1 土壌汚染等に遭遇した事業の数  

図-2 土壌汚染等に遭遇した工種（複数回答あり）  

図-3 土壌汚染等の区分（複数回答あり）  

図-5 処理した汚染土壌等の量  

図-6 1m3あたりの土壌汚染等の対策費用  

図-4 土壌汚染等の原因物質（複数回答あり）  
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といった単価の高い事例は、廃棄物混じり土の処

理を行っている事例で、土と廃棄物の分別、廃棄

物自体の分別および廃棄処理が必要なことから

1m3あたりの費用が高くなったものと考えられる。

また、廃棄物に焼却灰が含まれた場合には、ダイ

オキシン類の含有が確認されその処理が必要と

なった事例があった。また、一般的な単価で収ま

る事例であっても、トンネル工事など100万m3以

上といった対策土量が多い事業では、対策費用に

総額100億円以上を要した事例が存在する。 

4.6 土壌汚染等による工期への影響 

土壌汚染等による工期への影響について図-7に

示す。工期への影響の有無が判明している63事

業について調査した結果、影響がなかったとされ

た事業が43事業 (68.3%)を占めていた。一方、影

響があった20事業 (31.7％ )のうち、1年以上工期

が延びた事例も5事業あった。 

ただし、工期への影響がなかったと回答があっ

た事業についても、土壌汚染等の対応に時間を要

した事例が含まれていた。つまり、事業全体の工

期には結果的に影響しなかったものの、当該工事

の工期には影響があった事例について、事業全体

（供用時期）には影響がなかったことから、「影響

なし」と回答されたと考えられる。このことから、

工期については、「土壌汚染等に確認された工

事」への影響を対象とした回答と当該工事を含む

「道路事業」への影響を対象とした回答が混在し

てしまったと考えられる。 

4.7 採用された土壌汚染等への対応 

土対法で定められた対策方法には、遮水工封じ

込め、不溶化等がある。図-8に示すように、81事

業で採用された107の対策事例のうち、処分場等

に封じ込める「廃棄」と、道路の盛土等に封じ込

めて事業に活用する「利用」を採用した事例がそ

れぞれ約46％を占めていた。「利用」では同一事

業での利用が最も多く、「廃棄」の場合は、産廃

として最終処分場に搬出するため、一般に対策費

用の単価が高くなる。また、事例は少ないが土壌

汚染が地下水を通じて周辺に影響を及ぼすリスク

評価を行ったうえで、対策不要と判断した対応事

例もあった。 

5．岩石への対応事例の分析 

5.1 土対法にもとづく対策との対比 

追加収集した26事例も含め、岩石を対象とし

た74事例について分析を行った(図-9)。そのうち、

土対法と同じ対策方法の事例が全体の約39％、

土対法の方法を簡略化した事例が約15%、土対法

と異なる方法が約31%を占めており、土対法に縛

られない（簡略化または異なる）対策を採用した

事例が半数近くを占めていることがわかった。 

岩石への対応においては、粒径の小さい土壌よ

り重金属等が比較的溶出しにくいことから、溶出

した重金属等が地下水に及ぼす影響を評価したう

えで、より効率的な対応を検討し実施しているこ

とがわかった。 

5.2 土対法にもとづく対策を簡略化した対策事例 

簡略化した対策とは、手法としては土対法に定

められた対策と同様であるが、遮水条件等をより

簡易にした事例（図 -10）を指す。具体的には、

二重遮水構造を採用せずに一重とし、かつ遮水材

料にシートまたは他の材料を用いた事例が多く、

1事例を除き管理型盛土として道路盛土に利用さ

れていた事例であった。 

5.3 土対法にもとづく対策と異なる対策事例 

土対法にもとづく方法と異なる対策方法を採用

した事例については、重金属等を吸着する能力の

ある薬剤を母材としての砂質土に混合し、重金属

等を溶出する掘削ズリの盛土底面に敷設して盛土

からの浸出水に含まれる重金属等の濃度低減を図

る「吸着層」工法を採用した事例（図-11）が5割

弱と多かった。なお、対策を行った場所をみると、

吸着層を採用した事例では人家等と対策箇所が離

れた地方部の事業が多く、また管理型盛土として

道路盛土に利用された事例が大半であった。 図-8 土壌汚染等への対応（1事業に複数対策あり）

図-7 土壌汚染等による工期への影響  



土木技術資料59-11(2017) 
 
    

 
 

－ 11 － 

6．まとめと今後の取組み 

本稿では、国直轄事業における土壌汚染等の確

認状況の調査結果について述べた。 

調査結果から、4.5で示されたとおりトンネル

工事のように多量の土壌や岩砕が発生する工事で

は、仮置き場の確保や土壌汚染対策の要否の判定

を迅速化し、対策土量を限定できれば、費用削減

が図られると考えられる。また、廃棄物混じり土

については、土量あたりの対策費用が高いことか

ら、廃棄物処分場跡地や不法投棄が疑われる用地

では、設計時に当該用地での掘削量を極力減らし

廃棄物を回避する配慮が望まれる。 

さらに、岩石に対する対応については、土対法

に縛られない対応をした事例が半数近くあり、地

下水への影響評価によって対応を決定することに

より、対策費用と期間の縮減を図ることが可能で

あると考えられる。 

各地の道路事業では、自然由来の重金属を中心

とした土壌汚染等に確認し、多大な費用と時間を

かけて対応している。今後も、技術的に参考にな

る事例の分析を進め、これらの事例や経験を道路

事業者間で共有し、より効率的な調査・対策の実

施に資するよう、土壌汚染等の対応の手引きとな

る技術資料を作成する予定である。 
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図-9 岩石の対策事例で採用された対策と土対法に
もとづく対策との対比  
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図-10 遮水材料に粘性土を利用する対策の概念図4) 


